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１．事業の位置付け

福祉部　福祉総務課

○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

事業評価シート　（平成27年度分）

'02 2 一人一人が地域課題の解決に取り組むことができるしくみをつくる

根拠法令等

目的・目標 事業の概要
誰もが住み慣れた家庭や地域で、その人らしい安心のある自
立した生活が送れるようにするため、地域福祉に関する意識
を高め地域住民が自主的、主体的に相互の支え合い活動やふ
れあい交流活動を行っています。

住民相互の支え合い、ふれあい交流活動の活性化を図るた
め、地域、社会福祉協議会及び行政の協働により、町内福祉
村事業の活動拠点や活動の仕組みづくりを進めます。また、
地域福祉の意識啓発を図ります。

活動指標①

指標名 説明会等開催回数 単位 回

説明・算定式

対象・受益者 地域住民

平成27年度

目標 25 25 25

実績 15 16 17

1

事務事業名 地域福祉推進事業

事業担当

事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち

'02 ②〈市民力〉　市民一人一人の主体的な参加により、地域で支え合う環境をつくる

平成25年度 平成26年度 平成27年度

目標 14 16 17

実績 1,487 1,563 1,654

事業期間

委託、協働 地区諸団体、社会福祉協議会

実績 25 29 32

活動指標②

指標名 町内福祉村拠点総設置箇所数 単位 箇所

説明・算定式

平成25年度 平成26年度

町内福祉村開設地区におけるボランティア登録者数の合計

平成25年度 平成26年度 平成27年度

目標 1,400 1,600 1,700

平成27年度の主な取組と成果
既設16地区の町内福祉村の活動に対する支援を通じ、地域住民が自主的、主体的に身近な生活支援活動やふれあい交流
活動を行いました。また、町内福祉村の新設については、1地区で開設に向けた地域住民主体の協議が進められ、拠点施設
の確保や運営協議会の立ち上げを経て、開設をすることができました。さらに、平成28年度以降の新規開設に向け、開設希
望地域へ視察の調整等の働きかけを積極的に実施しました。

成果指標①

指標名 ボランティア登録者数 単位 人

説明・算定式

平成27年度
Ａ：成果があがった

の検証結果

実績 1,884 2,269 2,816

進捗状況

①：予定どおり

遅れている理由

町内福祉村開設地区における生活支援活動の件数の合計

平成25年度 平成26年度 平成27年度

目標 2,020 2,160 2,230

成果指標②

指標名 生活支援活動件数 単位 件

説明・算定式
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■ 市民ニーズ

■ 事業目的の達成状況 高

■ 市の関与の必要性 低

□ その他

■ 上位施策への貢献

■ 市民満足度を高める方策 高

■ 継続による成果向上の可能性 低

□ その他

■ 事業の目的、対象、内容

□ 受益者負担、補助額 高

■ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中

□ その他 低

□ 業務プロセス改善による効率化の方策

■ コスト削減の可能性 高

□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中

□ その他 低

３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．今後の事業展開（担当課としての提案）

2

改正介護保険法における「新しい総合事業」の活用により、国・県・介護保険料からの安定的な財源確保に目途を立てるとと
もに、今後の町内福祉村のあり方に関し、参加ボランティアの拡大や、地域全体に目を向けた活動の展開などについて検討
する必要があります。

平成25年度 平成26年度 平成27年度

決算額 決算額 決算額

効率性

平成27年度から改正された介護保険法における「新しい総
合事業」などを活用することにより、国・県・介護保険料から
の財源充当について具体的に検討します。 ●

○

○

今後に向けた課題の分析

地域における支え合いの仕組みが出来つつあり、有効性
は高いと思われます。

●

○

妥当性

ボランティア登録数が増え支援活動の内容も多岐になる
等、福祉村の活動が年々盛んになってきていることから、
妥当性は高いと思われます。 ●

○

○

事

業

分

析

項目 分析の視点 左記の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

必要性

地域福祉の推進を図るために、市の具体的な施策としての
「町内福祉村事業」の推進は必要性があります。

●

○

有効性

その他　特財 0 0 0

一般財源 29,334 15,179 31,336

0 20,000 0

起債 0 0 0

事業内容

新設1、委託13、コーディネーター
の配置、地域福祉情報の発信等

新設1、委託15、コーディネーター
の配置、地域福祉情報の発信等

新設1、委託16、コーディネーター
の配置、地域福祉情報の発信等

財
源
内
訳

国庫支出金 1,275 0 4,000

県支出金

平成29年度の取組方針
町内福祉村において地域で必要とされる活動が積極的に展開され、地域の絆が一層深まるよう、現状の把握を進めるととも
に、登録ボランティアの拡大など活動の発展、充実を目指します。また、高齢者よろず相談センターなどの地域の関係者、市、
社会福祉協議会の連携を推進するとともに、町内福祉村のあり方について意見を広く聞きながら検討します。

課長コメント
地域住民が主体的に取り組む福祉の活動の仕組みづくりについて、その過程を重視しながら、地域及び平塚市社会福祉協
議会と共に進めます。福祉村の開設には地域の意識醸成を丁寧に進めていく必要があることから、各年度１地区の新設を目
指すこととします。

介護保険事業の活用により、大幅な市負担経費を削減できた点は効率化の観点から評価できます。

事業費　(A) 30,609 35,179 35,336

執行率　(%) 89.30 97.79 95.38


